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    規     則 

和歌山県規則第30号 

和歌山県税規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和8年10月6日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉  

和歌山県税規則の一部を改正する規則 

和歌山県税規則（昭和25年和歌山県規則第56号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（自動車税の減免限度額） 
第７条の５の５ 条例第73条の２第１項の規則で
定める額は、次の各号に掲げる区分に応じ、そ
れぞれ当該各号に定める額に相当する額とする
。 
(１) 普通徴収の方法によって徴収されるものに

あっては納期限、証紙徴収の方法によって徴
収されるものにあってはその税金を払い込む
こととされている日の翌日から起算して１月
を経過する日までに申請があったとき 総排
気量が1 . 5リットルを超え2 . 0リットル以下
の自家用の乗用車（三輪の小型自動車に属す
るものを除く。）に課すべき自動車税の額（
法第1 5 7条又は条例附則第16項、第16項の４
若しくは第16項の５の規定の適用を受けるも
のにあっては、当該額） 

 
(２) 略 
 
（自動車税の減免申請書の提出期限） 

第７条の５の６ 条例第73条の２第２項及び第３
項の申請書は、次に掲げる期日までに提出しな
ければならない。 
(１) 略 
(２) 証紙徴収の方法によって徴収されるものに

あっては、その税金を払い込むこととされて
いる日の翌日から起算して１月を経過する日
又は当該税金を払い込むこととされている日
の属する年度の２月末日のいずれか遅い日 

（自動車税の減免限度額） 
第７条の５の５ 条例第73条の２第１項の規則で
定める額は、次の各号に掲げる区分に応じ、そ
れぞれ当該各号に定める額に相当する額とする
。 
(１) 普通徴収の方法によって徴収されるものに

あっては納期限、証紙徴収の方法によって徴
収されるものにあっては県が発行する証紙を
もってその税金を払い込むこととされている
日の翌日から起算して１月を経過する日まで
に申請があったとき 総排気量が1 . 5リット
ルを超え2 . 0リットル以下の自家用の乗用車
（三輪の小型自動車に属するものを除く。）
に課すべき自動車税の額（法第1 5 7条又は条
例附則第16項、第16項の４若しくは第16項の
５の規定の適用を受けるものにあっては、当
該額） 

(２) 略 
 
（自動車税の減免申請書の提出期限） 

第７条の５の６ 条例第73条の２第２項及び第３
項の申請書は、次に掲げる期日までに提出しな
ければならない。 
(１) 略 
(２) 証紙徴収の方法によって徴収されるものに

あっては、県が発行する証紙をもってその税
金を払い込むこととされている日の翌日から
起算して１月を経過する日又は当該税金を払
い込むこととされている日の属する年度の２
月末日のいずれか遅い日 

  

別記第16号の28様式を次のように改める。 

県 章 

発行 和   歌   山   県 
和歌山市小松原通一丁目1番地 

毎週火、金曜日発行 和歌山県報 
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別記第16号の28様式（第14条関係） 

公告第  号公示送達書 

  
公     示 

  
下記の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるから、地方税法第20条の2の規定によ

り公告します。 

この書類は、当所において保管しておりますから、送達を受けるべき者の申出があればいつで

も交付します。 
 

年  月  日 
 

県税事務所長 氏        名 印  
 

記 
 

書  類  の  表  示 送達を受けるべき者の氏名又は名称 
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附 則 

この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

（1）別記第16号の28様式の改正規定 公布の日 

（2）第7条の5の5第1号及び第7条の5の6第2号の改正規定 令和9年1月1日 

 

和歌山県規則第31号 

和歌山県自動車税証紙等規則を廃止する規則を次のように定める。 

令和8年10月6日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉  

和歌山県自動車税証紙等規則を廃止する規則 

和歌山県自動車税証紙等規則（昭和45年和歌山県規則第23号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、令和9年1月1日から施行する。 

（和歌山県会計職員に関する規則の一部改正） 

2 和歌山県会計職員に関する規則（昭和39年和歌山県規則第27号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（会計課等の出納員の会計事務） 
第９条 略 
２ 略 
３ 税務課の出納員は、委任事務及び県税還付金
に係る公金送金通知書の債権者への通知に関す
る事務をつかさどる。 
 
 
 
 
 
 

４ 略 

（会計課等の出納員の会計事務） 
第９条 略 
２ 略 
３ 税務課の出納員は、委任事務及び次に掲げる
事務をつかさどる。 

 
(１) 和歌山県自動車税証紙等規則（昭和45年和

歌山県規則第23号）第１条に定める証紙及び
同規則第５条第３項に定める計器始動票札の
出納並びに保管に関すること。 

(２) 県税還付金に係る公金送金通知書の債権者
への通知に関すること。 

４ 略 
  

 

    訓     令 

和歌山県訓令第28号 

総 務 部 

県税事務所 

和歌山県税収入事務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

令和8年10月6日 

和歌山県知事 宮 﨑   泉  

和歌山県税収入事務規程の一部を改正する訓令 

和歌山県税収入事務規程（昭和39年和歌山県訓令第16号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
  

（調定の変更等） 
第８条 略 
２ 略 
３ 納税者等が、誤って納付義務のない歳入金を
納付し、又は調定済額を超えた金額の歳入金を

（調定の変更等） 
第８条 略 
２ 略 
３ 納税者等が、誤って納付義務のない歳入金（
自動車税の証紙売りさばき代金を含む。以下同
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納付した場合においては、その納付した金額に
ついて調定外誤納として調定をしなければなら
ない。ただし、当該納付した金額を当該年度内
において直ちに還付する場合においては、これ
を省略することができる。 

 
４ 略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（調定が超過した場合等の納付書等の送付等） 

第９条 歳入徴収者は、前条第１項の規定により
減少額に相当する金額について調定をした歳入
で、既に納税通知書等を発行済であり、かつ、
収納済となっていないものについては、直ちに
納税者等に対し、当該納税通知書等に記載され
た納付すべき金額が、当該調定後の納付すべき
金額を超過している旨の通知をするとともに、
納税者等の住所及び氏名、所属年度、歳入科目
、納付すべき金額、納期限、納付場所その他必
要な事項を記載した納付書（別記第３号様式）
を作成して納税者等に送付しなければならない
。 

２ 略 
 
（納税通知書等又は納付（入）書によらない収
納） 

第24条 出納員及び収納員は、第22条の規定によ
る場合を除くほか、納税者等から納税通知書等
又は納付（入）書を添え、又は添えないで歳入
金の納付を受けたときは、これを収納し、領収
証書（別記第８号様式）を納税者等に交付しな
ければならない。ただし、和歌山県税条例（昭
和25年和歌山県条例第37号）第68条第３項の規
定により証紙徴収の方法によって徴収される自
動車税の徴収金については、領収証書の交付を
要しない。 

２ 略 

じ。）を納付し、又は調定済額を超えた金額の
歳入金を納付した場合においては、その納付し
た金額について調定外誤納として調定をしなけ
ればならない。ただし、当該納付した金額を当
該年度内において直ちに還付する場合において
は、これを省略することができる。 

４ 略 
 
（証紙の消印） 

第８条の２ 納税者が和歌山県税条例（昭和25年
和歌山県条例第37号。以下「条例」という。）
第68条第４項の規定に基づいて自動車税を証紙
をもって納付した場合の証紙の消印は、総務部
総務管理局税務課長の指定する職員が証紙を貼
った紙面と証紙の彩紋とにかけて証印（別記第
２号の２様式）をもってしなければならない。 

 
（証紙徴収実績簿の備付け） 

第８条の３ 総務部総務管理局税務課には、証紙
徴収実績簿（別記第２号の３様式）を備え、前
条に規定する証紙の消印及び条例第68条第４項
に規定する証紙代金収納計器の表示の状況を整
理しておかなければならない。 

 
（調定が超過した場合等の納付書等の送付等） 

第９条 歳入徴収者は、第８条第１項の規定によ
り減少額に相当する金額について調定をした歳
入で、既に納税通知書等を発行済であり、かつ
、収納済となっていないものについては、直ち
に納税者等に対し、当該納税通知書等に記載さ
れた納付すべき金額が、当該調定後の納付すべ
き金額を超過している旨の通知をするとともに
、納税者等の住所及び氏名、所属年度、歳入科
目、納付すべき金額、納期限、納付場所その他
必要な事項を記載した納付書（別記第３号様式
）を作成して納税者等に送付しなければならな
い。 

２ 略 
 
（納税通知書等又は納付（入）書によらない収
納） 

第24条 出納員及び収納員は、第22条の規定によ
る場合を除くほか、納税者等から納税通知書等
又は納付（入）書を添え、若しくは添えないで
歳入金の納付を受けたときは、これを収納し、
領収証書（別記第８号様式）を納税者等に交付
しなければならない。ただし、自動車税の証紙
売りさばき代金については、領収証書の交付を
要しない。 

 
 
２ 略 

  

別記第2号の2様式及び別記第2号の3様式を削る。 

附 則 

この訓令は、令和9年1月1日から施行する。ただし、第24条第1項本文の改正規定は、公布の日から施行

する。 

 


